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英語で経営する日本企業―スミダー英語で経営する日本企業―スミダー英語で経営する日本企業―スミダー英語で経営する日本企業―スミダー    
 

神戸大学経済経営研究所 吉原英樹 
 
 
 
 
１．英語共用語を宣言 
 
２００２年から英語を共用語にする 
 
 スミダコーポレーションの八幡滋行社長が、昨年（２０００年）１月１１日のメールの

CEOメッセージで、英語共用語の構想を全社員に発表した。「西暦２００２年までにスミダ
グループ共通言語を、English,にしましょう。」（注１） 
 英語共用語は、八幡の当初（１９９９年８月頃）の予定では、２００５年から実施する

ことになっていた。ところが、実施予定の時期は、１９９９年１０月になると２００３年

になり、さらに１２月になると２００２年からと、つぎつぎと早まった。「中長期的には英

語しかない。ならば、早くやろう」というのが、八幡の考えだった。 
 八幡によると、英語を共用語にすることによって、つぎのような効果を期待できるとい

う。 
 
１．情報収集力の早さ 
２．バウンダリレスなコミュニケーション 
３．通訳、翻訳なしの正確な早い情報伝達 
４．統一された、方針徹底、目的の徹底 
５．一本化された通信、情報伝達網 
６．一本化された情報、技術共有 

 
 
 
日本語で経営することの限界 
 
 八幡の英語共用語の構想はなぜ出てきたのだろうか。なぜ、中長期的には英語しか選択

の余地がないのだろうか。 
 八幡によると、日本語を共用語にして経営すると、２つの限界に直面するという。情報
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力の限界と将来の夢の限界である。かれはいう。「・・アメリカを主体としたインターネッ

トの発展を考えると、英語を使わないデメリットがもたらしている情報力の（＝事業の発

展力）限界、そして将来に対する夢の限界が明確に見えてきました。英語で得られる情報

の豊富さは、日本語でしかコミュニケーションしない人々には計り知れないものがありま

す」（注２） 
 「スミダの共用語をなぜ英語にするのですか」の筆者の質問に、八幡はつぎのように答

える。スミダのマーケットは日本だけでなく海外も重要であり、今後はマーケットを世界

にもとめたい。また、モノやヒトなど資源も世界にもとめたい。そのためには、英語を共

用語にしなければならない。 
 八幡は、英語共用語の理由をまたつぎのようにもいう。大元の日本親会社が日本語で経

営して、技術や知識、データなどを日本語で表現していると、海外子会社がそれらの知識

やデータを使えない。スミダは「地球企業」（earth enterprise）であり、日本親会社と海
外子会社は知識や技術などの経営資源を共同利用し、また、共同で開発しなければならな

い。そのためには、英語を共用語にしなければならない。日本親会社も英語を共用語にし

て経営しなければならないという。 
 ここで、スミダにかぎらず、グローバルに経営活動を行う日本の多国籍企業にとって、

英語で経営する必要性が強まっていることに注目しなければならない。国際経営とインタ

ーネットのためである。国際経営では、英語が実質的に世界の共通語になっている。また、

インターネットの共通語も英語である。ＩＴ（情報技術）時代のこんにち、インターネッ

トぬきの経営は考えられない。インターネットと国際経営は不可分にむすびついている。

そして、この２つがともに英語の必要性を強めている。 
 英語が国際経営の共通語になりつつある現在、日本語で経営することは、コストが高く

つく。通訳・翻訳などの直接的な言語コストに加えて、意思決定のおくれ、誤解、不十分

な意思疎通などの間接的な言語コストもある。さらに、日本語を使うと、各国の優秀な経

営者、管理者、技術者、専門家の人材に活躍の場をあたえることができない。これは、日

本の多国籍企業にとって大きい損失であり、おそらく言語コストのうちで最大のものであ

ろう。（注３）八幡がヒトの経営資源も海外にもとめたい。そのことを英語共用語の理由の

ひとつにあげている。スミダが日本語で経営するかぎり、外国人は活躍の余地がかぎられ

るのである。当然、優秀な人材を確保できない。 
 日本の多国籍企業は、現在はまだ国際経営を日本語で経営している。そのために、言語

コストを支払っている。できるだけ早く、国際経営の言語を日本語から英語に転換しなけ

ればならない。スミダは、この課題にいちばん早くとりくんでいる企業といえる。スミダ

を事例研究の対象にとりあげる理由は、このためである。 
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２．日本語から英語への転換 
 
海外でも日本人が日本語で日本的経営 
 
 スミダは、１９９９年までは日本語が共用語だった。英語共用語の方針を発表した CEO
メッセージのなかで、八幡はのべている。「１９９９年までの考え方では、スミダグループ

のグループ共通語を日本語にしょうと、香港、中国を中心に日本語教育を一生懸命行って

きました。」 
 スミダの主力工場は中国にある。広東省東莞市の太平（タイピン）工場と広東省番禺市

の番禺（パンユー）工場である。中国人の管理者や技術者に日本語を教育するために、そ

の中国の工場に、最盛期には日本語の先生を１０人ほど派遣していた。中国人に「日本語

ができないと出世できないよ」といって、日本語を教育していた。そのため、現在でも日

本語のできる中国人の管理者や技術者は多い。 
 スミダはコイル中心の電子部品会社である。コイルの生産でも自動化が進展しているが、

初期の頃は労働集約的な性格が強いために、早い時期から海外に企業進出した。「渡り鳥経

営」などと批判をうけながら、賃金の安い国や地域をもとめて、生産拠点をうつしていっ

た。（注４）創業から台湾での現地生産がはじまる 1971 年までは、国内生産だけだった。
日本国内での生産は、1991年を最後になくなり、全量を海外で生産するようになる。かっ
て製造拠点のあった韓国、香港、シンガポール、フィリピンからは、すでに撤退している。

現在の最大の製造拠点は中国である。今後はベトナムでの生産を増大することを考えてい

る。 
 海外子会社では、日本人が最高経営責任者であり、工場の製造の責任者にも日本人をお

き、日本語を使って、日本的な手法で生産していた。多くの日本の製造企業と同じだった

のである。 
 
 
転機はアメリカ企業の買収 
 
 共用語を日本語から英語に転換することになった。きっかけは、アメリカ企業、C.P.Clare 
Corporation の電磁気事業部門の買収だった。１９９９年８月のことである。この企業
ClareREMtech Corporationの本社は米国のイリノイ州のシカゴにあるが、工場（企業形態
はメキシコの現地法人）はメキシコにある。従業員は約１４００人である。ワーカーはス

ペイン語を使う。経営者、管理者、技術者とのコミュニケーションは英語である。かれら

は日本語ができない。このアメリカ企業をスミダグループのなかに入れるためには、日本

語を英語に変えなければならない。 
 なお、２０００年７月には、この米国子会社のテクノロジーセンターを、テレコムバレ
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ーといわれるサンディエゴに新設した。ここで、通信用の最先端コイルの研究開発を行っ

ている。１６名がＲ＆Ｄにたずさわっており、うち２名は日本からの出向者である。もち

ろん、ここの共用語は英語である。日本人２名は英語で仕事をしている。また、日本の研

究開発組織とのコミュニケーションも、英語で行われる。日本語だと、アメリカ人の研究

者や技術者はコミュニケーションできないためである。 
 日本語から英語への転換の必要性は、じつはアジアでもみられる。日本語がいちばん通

じる国といわれる台湾でも、４０歳以下のひとには日本語が通じなくなってきたのである。

台湾子会社には２２０人の従業員がいるが、日本語ができるひとは１０人ほどしかいない。

ほかのひとは入社してから日本語を勉強する。ところが、かれらの多くは日本語の修得に

インセンティブをもたない。日本語を勉強しなさいというと、つぎの日にやめるかもしれ

ない。かれらには、英語のほうが魅力的である。 
 スミダはマレーシア、シンガポールに海外子会社をもっている。また、タイとベトナム

でも、委託生産の形式で生産している。これらの国のうち、シンガポールとマレーシアは

英語の国といってよいほど英語がよく通じる。日本語のできるひとはすくない。タイとベ

トナムも、日本語のできるひとはすくない。 
 中国も変化してきた。中国人の経営者、管理者、技術者、専門家の英語熱は高い。スミ

ダは中国にふたつの工場をもっている。委託生産工場である番禺工場（８０００人）とス

ミダの１００パーセント出資の子会社の太平工場（３５００人）である。合計１１５００

人である。ワーカーのほとんどは若い女性である。彼女たちは中国語で仕事をする。日本

人や香港人とコミュニケーションの機会のある経営幹部、中間管理者、技術者は２５０人

から３００人である。かれらに日本語を教えるために、現在は５人ほどの日本語教師を派

遣している。かって最盛期には１０人の日本語教師を送っていたから、半分に減ってしま

ったわけである。中国人の日本語熱は最近、急速に冷えてきた。反対に、英語熱が高まっ

ている。 
 中国でも２０００年４月から英語教育をはじめた。日本人出向者の出席率が約５割であ

るのに、中国人は８－９割が出席している。仕事がのこっていても、その仕事をおいたま

ま英語のレッスンに出席する中国人がふえて、日本人とのあいだでトラブルが起こってい

るほどである。中国人の多くは、英語を修得することによって自分の価値を高めることが

できると考えている。中国でいちばん人気のある外国語は英語である。日本語の人気をは

るかにうわまわっている。 
 スミダの英語共用語を推進している岸純一はいう。「台湾と中国で、日本語の神通力がも

はや効かなくなりました。」 
 英語がよく使われるようになり、多くのひとが英語の修得に励んでいることは、スミダ

のアジア子会社にかぎらない。中国をふくめて、アジアの多くの国に共通してみられるこ

とである。「アジアはすでに英語に征服されている」とは、筆者が台湾でインタビューした

台湾人ビジネスマンのことばである。（注５） 
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３．上からの英語化 
 
最高経営会議 
 
 スミダには重要な会議が３つある。常務会（Board of Chief Officers : BCO）、社長会、
各社の役員会の３つである。これら３つの会議は、基本的に英語で行われている。このう

ちとくに重要な会議である常務会は、英語だけで行われている。 
 常務会のメンバーは５人である。最高経営責任者（Chief Executive Officer : CEO）が１
名（代表取締役社長の八幡滋行）、最高業務責任者（Chief Operating Officer : COO）が３
名（常務取締役の八幡靖利、八幡伸久、趙家驤）、最高財務責任者（Chief Financial Officer : 
CFO）が１名（松田三郎）の５名である。５名のうち４名は日本人、１名は香港人である。
香港人は営業の最高責任者である。かれは日本語ができない。 
 この常務会は、毎月１回開かれる。２０００年７月までは日本語で行われていた。日本

語のできない香港人のためには通訳がつけられていた。８月の会議は日本語と英語の両方

で行われた。そして、９月からは、英語だけで行われるようになった。 
 スミダでは、経営方針や経営戦略など重要なことはこの常務会で決められる。この常務

会がスミダの最高意思決定の場であり、いちばん重要な会議である。その常務会が英語で

行われているのである。 
 スミダには、事業会社が１９社ある。日本国内の６社、海外の１３社である。海外１３

社は、国別にみると、香港５社、中国１社、シンガポール１社、マレーシア２社、台湾１

社、アメリカ２社、メキシコ１社である（香港はここでは１つの国としてあつかう）。これ

ら事業会社の社長が一同に会して開く社長会議が、年２回開かれる。この社長会議は、１

９９９年までは２カ月に１回開かれていたが、２０００年１月からは年２回の開催に変更

になった。この社長会議の出席者は約２５人である。うち英語が不自由なひとは日本人の

５名だけである。かれらのほとんどは技術系の社長である。かれらのためには通訳がつけ

られる。 
 なお、これら１９の事業会社の社長は、日本国内の６社はすべて日本人であり、海外１

３社のうち、日本人が社長のところは８社、現地人が社長のところは５社であり、日本人

が社長の海外子会社のほうが多い。したがって、スミダは、海外子会社の社長の現地化が

とくに進んでいるわけではない。 
 第３番目が各社の役員会である。日本の事業会社の役員会は全員が日本人であるために、

日本語で開かれる。他方、海外の事業会社の役員会は英語で開かれる。日本人が社長をし

ている海外子会社でも、役員会は英語で行われる。各海外子会社の日本人は１,２名とすく
なく、役員の多くは現地人であるために、役員会をはじめ、会議の多くは英語で行われる。 
 スミダの営業の最高責任者は香港人の趙である。さきにのべたが、かれは日本語ができ

ない。日本語のできない外国人が営業の最高責任者であると、すくなくとも営業にかんし
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ては、英語を共用語にせざるをえない。日本語しかできない日本人は、かれとコミュニケ

ーションするためには通訳の助けを借りなければならない。通訳を介してのコミュニケー

ションが効率的でないことはいうまでもない。 
 日本企業のなかで、営業の最高責任者が外国人であるところは、このスミダのほかには

たしてあるだろうか。 
 
 
コーポレート・スタッフ 
 
 スミダで英語が共用語になっているもうひとつは、コーポレートスタッフである。 
 コーポレートスタッフは、スミダグループの経営企画担当のスタッフ部門である。東京

に約２０名、香港に同じく約２０名、合計４０名ほどの陣容である。日本人は東京のスミ

ダコーポレートサービス（株）に所属し、香港人は香港の Sumida Corporate Service 
Companyの社員である。  
 コーポレートスタッフは、スミダのトップ、すなわち、常務会メンバーの５人に直属し

ている。そして、持株会社のスミダコーポレーションと傘下の事業会社を対象に、スミダ

グループの経営方針や経営戦略を立案し、また、財務、人事、物流などについてグループ

としての方針を立てる。英語共用語についても、八幡社長の方針決定をうけて、英語共用

語の具体的内容、進め方、スケジュール、具体的アクションなどを、グループレベルで案

を作成し、トップに提案する。この英語共用語を担当しているのは、チーフヒューマンリ

ソースオフィサーの岸純一である。 
 コーポレートスタッフのうち香港本社にいる２０人ほどは、以前から英語で仕事をして

いる。日本の本社では、従来は日本語を基本言語にして仕事をしていた。それが、社長の

英語共用語の方針発表があって以後は、英語で仕事をするように変わってきている。コー

ポレートスタッフは広報部とともに本社ビルの５階のフロアーを占めているが、このフロ

アーではできるだけ日本語を使わず、英語を使って仕事をしょうとしている。オーストラ

リア人、香港人など外国人もはたらいている。なお、同じ５階のフロアーには社長室もあ

る。 
  
 
香港本社 
 
 スミダには本社が２つある。東京本社と香港本社である。香港本社は、経理とＩＴ（情

報技術）では中心的な役割をはたし、人事と総務でも東京本社と並ぶほど重要である。香

港のオフィスでは、英語が使われている。その香港に本社機能の相当部分があることが、

スミダの英語共用語化のひとつの重要な理由といえる。英語を共用語にしないと、経営で
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きないのである。 
 経理の本部は実質的に香港にある。そのため、経理業務では英語が中心である。日本の

東京本社では、もちろん日本語も使われる。国内の所轄の官庁などに提出する書類などは

日本語のものである。しかし、東京本社でも英語と日本語の両方が使われているというの

が、実態である。 
 ＩＴ（情報技術）では香港が主導権を発揮している。スミダの日本親会社と海外子会社

をカバーする情報ネットワークであるイントラネットは、香港本社が構築したものである。

基本言語は英語である。香港本社設計のイントラネットをスミダグループの情報システム

に採用したことも、英語をスミダの共用語にする必要性を高めたひとつの理由である。た

だし、日本国内の事業所（本社、研究開発センターなど）では、日本人どおしがコミュニ

ケーションで日本語を使うのは当然であるし、海外子会社とのメールなどによるコミュニ

ケーションでも、相手が日本人のときには日本語を使えるようになっている。じっさい、

日本親会社と海外子会社の日本人どおしのコミュニケーションでは、まだ日本語がかなり

多く使われている。 
 
 
４．英語共用語への取り組み 
 
英語共用語をめざしての歩み 
 
 スミダでは、２００２年からの英語共用語にむけて、すでにさまざまなことが行われて

いる。つぎのとおりである。 
 
 １９９９年８月、社長がはじめて英語共用語の構想を社内の一部の者に表明する。東京

本社の５階のコーポレートフロアーに外国人を入れるようにとの指示が社長から出される。

東京のオフィスで、英語を使わざるをえないようにするためである。内なる国際化、であ

る。 
 １９９９年１１月、ひとりのオーストラリア人を正社員として採用する。かれはコーポ

レートフロアーで仕事をする。 
 １９９９年１２月、クリスマスパーティーを英語で開く。日本語は禁止。英会話学校の

外国人の先生１０人にきてもらう。 
 ２０００年１月、八幡社長が、２００２年から英語をスミダグループの共用語にすると

の方針を、メールの CEO Messageで全社員に宣言する。なお、このメッセージは日本語だ
った。 
 ２０００年２月、英語のグループレッスンと通信教育をはじめる。グループレッスンは

２５クラスあり、１クラス８人、合計２００人がうける。年間予算４０００万円。 
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 ２０００年３月、はじめて TOEICを実施する。約３００人の平均点は４００点。この４
００点という点数は、日本の受験生の平均点４３８点より相当低い。（注６） 
 ２０００年４月、東京オフィスのカフェテリアのテレビを CNNだけにする。香港から２
名が出向（逆出向）してくる。 
 ２０００年７月、東京オフィスで、フロアーごとに、毎朝ひとりが順番に１分間、英語

でスピーチをすることをはじめる。 
 ２０００年８月、社内連絡のイントラネットを英語だけにする。全員が英語のニックネ

ームをもつ。 
 ２０００年９月、常務会の言語を英語だけに変える。 
 ２０００年１０月、留学生３名を決める。２名はアメリカの語学学校に留学、１名はア

メリカのビジネススクールに留学。英語のグループレッスンは２００１年２月で打ち切る

と発表。以後は、選抜制の英語研修に変える。毎週１回の全体の朝礼を英語ですることに

変える。 
 ２０００年１２月、第２回目の TOEICを実施。東京本社の５階のフロアー（コーポレー
トスタッフと広報）は、相互の社内連絡などのメールを英語にする。 
 
 以上の活動や試みの多くは、英語共用語のための啓蒙活動であり、また、練習である。

東京本社のひとの多くは、英語力が低い。なにしろ、日本人社員の TOEICの平均点が約４
００点である。スミダでは、TOEIC８６０点をＡクラス、７３０点をＢクラスと考えてい
る。２０００年３月の第１回目のときには、Ｂクラス以上のひとはわずか１５人ほどしか

いなかった。TOEICの点数が８６０点あっても、英語で仕事をすることは容易でない。８
６０点の英語力は、かろうじて英語でビジネスができるというレベルの英語力である。 
 じつは、日本人社員の TOEICの平均点は約４００点であるが、英語のよくできる少数の
ひとをのぞくと、平均点は３００点にも達していない。多くの日本人社員は、英語がほと

んどできないといってよいのである。 
 では、スミダの日本人社員の英語力を２００２年までに、英語で経営できるレベルにま

で向上させることはできるだろうか。 
 じつは、スミダでは、日本人社員の全員が英語で仕事ができることを期待しているわけ

ではない。そういうことは、非現実的であることは知っている。スミダの考え方は、「上か

らの英語共用語化」、「英語のできるひとに重要な仕事をさせる」、「英語のできるひとを採

用する」、である。 
 上からの英語共用語化は、すでにみた。最高経営会議は英語で行う。コーポレートスタ

ッフは英語で仕事をする。本社機能のうち経理、ＩＴは英語を使う香港本社が中心であり、

人事と総務でも東京と香港は半々の役割分担である。 
 八幡社長は、日本人社員にはっきりと言明している。これからは英語ができないと、仕

事の可能性がせばまる。重要な仕事につくためには、英語ができなければならない。多国
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籍企業として、グローバルに経営活動をしていかなければならないから、英語は必要不可

欠な能力である。英語ができないひとは、能力がないとみなさざるをえない。 
 現有の社員の英語力を高めることに加えて、すでに高い英語力をもつ社員を採用するこ

とも重視する。２０００年６月から、採用人事の方針を変えた。英語力を採用の重要な基

準にしたのである。従来は英語力は重視されていなかった。 
 
 
５．現実的な取り組み 
 
中国は中国語（広東語）と日本語 
 
 すでにのべたように、スミダは日本ではまったく生産していない。すべてを海外で生産

している。台湾、中国、マレーシア、ベトナム、タイ、メキシコの７カ国である。うちベ

トナムとタイは委託生産である。このうち最大の生産拠点は中国である。中国には広東省

に太平工場と番禺工場の２工場がある。それぞれ約３５００人と８０００人の従業員であ

る。 
 中国工場の作業者のほとんどは若い女性で、彼女たちはもちろん中国語を使う。また、

経営者、管理者、技術者も、自分たちのあいだでは中国語を使っている。日本人や香港人

とのコミュニケーションでは、中国語（広東語）と日本語を使う。中国人のかなりのひと

が日本語ができる。過去の日本語教育のためである。また、中国出向の長いひとや、中国

人を相手のビジネスの経験の豊富なひとなど、日本人にも中国語のできるひとが多い。香

港のひとは、ふだんの会話では広東語を使っているから、中国工場の幹部や技術者とのコ

ミュニケーションで不自由はない。要するに、最大の生産拠点である中国では、英語はほ

とんど使われていないのである。 
 
 
研究開発は日本語で 
 
 スミダは研究開発を日本、アメリカ、台湾、中国の４カ国で行っている。 
 日本の東京のＦラボラトラリー（Fundamental Laboratory）では、スミダの固有技術で
ある巻線技術およびその応用技術をテーマに研究開発をしている。仙台のＡラボラトリー

（Application Laboratory）では、巻線技術をコア技術にして製品を開発している。２００
０年８月にオープンした南仙台のＭラボラトリー（Mechatronics & Material Laboratory）
は製造技術の開発の中心で、設備、金型、治具などを開発する。素材の開発も行う。 
 アメリカのサンディエゴは、テレコムバレーといわれれており、そこにあるテクノロジ

ーセンターではテレコム関連の製品を中心とした研究開発をしている。台湾の基隆市のテ
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クノロジーセンターでは、IC 回路、インバータ回路、インバータ電源などの開発が中心的
なテーマである。中国の太平と番禺のふたつの工場にある開発センターでは、中国の工場

で生産する製品や中国市場むけの製品の開発を行っている。 
 スミダの研究開発の中心は日本であるが、海外もかなり重要である。研究開発にたずさ

わる技術者は、総勢１７０人ほどである。このうち日本は約１００人である。海外では、

アメリカのサンディエゴに１６人、台湾に１６人、中国に約４０人がいる。人間の数でい

うと、日本は全体の６割弱を占めている。研究開発の国際化は国際経営の発展段階として

はいちばん新しいものである。１９８０年代の後半から本格的に行われるようになってい

る。歴史が新しいために、研究開発の全体に占める海外のウエイトはまだ小さいのが現状

である。国際経営の歴史の長い企業でも、海外の研究開発が研究開発全体に占めるウエイ

トが１割をこえるところは多くない。（注７）ところが、スミダの場合、海外のウエイトは

４割である。研究開発の海外展開をいちばん進めている日本企業のひとつといってよいと

思われる。 
 さて、スミダの研究開発の言語状況はどのようになっているだろうか。 
 ４カ国にある研究開発センターのなかでは、基本的には各国の言語が使われている。日

本にある３つの研究開発センターでは、海外の研究開発センターとの国際コミュニケーシ

ョンなどをのぞいては、日本語が使われている。アメリカのサンディエゴでは、英語で研

究開発が行われている。台湾では、中国語（北京語）が７割、日本語が２割、英語が１割

ほどの割合になっている。台湾の研究開発では、日本およびアメリカとの連係が重要なた

めに、日本語と英語がすこし使われているのである。中国の研究開発センターでは、中国

語と日本語がほぼ半々であり、英語の使用はわずかである。中国での研究開発は日本との

連係が中心であるために、日本語が中国語とならんでよく使われている。また、中国人に

日本語を教育してきたために、日本語のできる中国人の技術者が多く、日本語で仕事をす

すめることができる。 
 つぎに、日本にある３つの研究開発センターの国際コミュニケーションの言語をみるこ

とにしょう。 
 日本の研究開発センターとアメリカのサンディエゴの研究開発センターのコミュニケー

ションは英語で行われている。アメリカ人は日本語ができないために、日本人技術者が英

語を使わなければならない。台湾と中国の研究開発センターとのコミュニケーションは日

本語で行われている。台湾と中国には日本語のできる技術者がいるためである。 
 最近、中国でも開発をはじめている。中国人の技術者が仙台と南仙台に、開発の打ち合

わせや共同開発のためにやってくる。かれら中国人と日本人は、中国語と日本語でコミュ

ニケーションしている。英語はほとんど使わない。中国人の技術者も、日本人の技術者も、

ともに英語のできるひとがすくない。かれらは、英語より中国語あるいは日本語のほうが

よくできる。 
 以上、スミダの研究開発は、アメリカのサンディエゴの研究開発をのぞくと、基本的に
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日本語で行われているといえる。 
 
 
日本企業への営業は日本語で 
 
 スミダの売上のうち日本国内での売上は全体の３割から２割５分程度にすぎない。大半

は海外である。しかし、海外の売上のかなりの部分は、海外の日本企業むけである。テレ

ビ、ビデオ、エヤコンなど家電の分野では、アメリカ、ヨーロッパ、アジアなど外国企業

は、日本企業（日本国内の親会社あるいは海外の日系企業）の部品の採用や調達の動きを

みて、すこしタイムラグをおいてから購入に踏み切るという。このように、スミダのマー

ケティングにおいて、日本企業へのマーケティングは重要である。その日本企業へのマー

ケティングで、日本語が中心的な役割をはたす。 
 まず、日本国内の日本企業への販売では、もちろん相手は日本人であり、日本語が使わ

れる。つぎに、海外の日系企業へのマーケティングでも、取引を開始するときは、現地の

日系企業だけでは決定できない場合が多く、日本親会社との交渉や承認が必要になる。海

外の日系企業と交渉するときでも、新しく取引をはじめるときや、重要な取引では、日本

人出向者に話しをする必要がある。いずれにしても、日本語が必要である。なお、取引の

関係ができると、その後の日常の取引は、現地人の購買担当者などとの交渉や話しですむ。

これは、現地の言語や英語で行われる。 
 以上を要するに、研究開発、生産、マーケティングという製造企業の中枢の経営活動に

おいては、英語は限定的にしか使われていないのである。日本語が中心的な役割をはたし

ている。１９９９年まで、海外子会社も日本語を使って経営しょうと努めてきた。その動

きを、急には英語で経営するように変えてはいないのである。現実的なやり方であるとい

えよう。 
 
 
６．ユニークな経営者のユニークな経営 
 
帰国子女の社長 
 
 現社長の八幡滋行は、スミダの創業者で現会長の八幡一郎の長男である。２代目社長で

ある。 
 八幡滋行の略歴はつぎのとおりである。 
 
  １９５１年、東京都に生まれる。 
  １９６８年、英国に行く。語学学校を卒業のあと、中学校３年に編入学。高校を経 
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   て、１９７５年、ケントカンタベリー大学を卒業。 
  １９７５年、日本に帰国。 
  １９７７年、スミダ電機に入社。 
  １９８２年、スミダエレクトリック（香港子会社）に出向。 
  １９８９年、スミダ電機（株）取締役 
  １９９０年、同専務 
  １９９１年、同副社長 
  １９９２年、同社長 
  ２０００年、スミダコーポレーションの最高経営責任者（CEO） 
   
 八幡の経歴のおそらく最大の特徴は、１９６８年から７５年までの８年間、中学３年生

から大学卒業までの学生生活を英国で送ったことである。この８年間、一度も日本に帰っ

ていない。１９７５年に８年ぶりに日本に帰国した八幡は、日本語がうまくしゃべれない

など、日本の生活に適応できなくて苦労している。そのため、父一郎の命令で、毎日、読

売新聞の社説を書き写した。また、大原簿記専門学校で勉強し、さらに、日本能率大学で

経営学を学んだ。一種のリハビリである。八幡がスミダ電機に入社するのは、帰国してか

ら１年半後のことである。（注８） 
 八幡の経歴のもうひとつの特徴は、スミダ電機に入社してからも海外勤務が長いことで

ある。 
 スミダ電機に入社した八幡は、はやくも１９８２年には香港子会社に出向している。香

港子会社の経営が軌道に乗ると、こんどはシンガポールの子会社に出向を命じられる。シ

ンガポール子会社の経営立て直しに奮闘する。 
 １９８３年、八幡は、シンガポール子会社の再建にメドをつけると、ふたたび香港に出

向する。香港時代、八幡は中国との合弁その他の事業機会をもとめて、何回も中国に出か

け、１００人をこえる中国人と会い、交渉を重ねる。そして、中国めぐりを１年以上つづ

けた１９８４年、広東省の番禺市にある中国の企業に生産委託することになる。香港スミ

ダ電機の合作外注工場である。この番禺工場はこんにちでは 8000人の従業員の大工場に発
展し、スミダの最大の生産拠点になっている。 
 以上の経歴からわかるように、八幡は８年間におよぶ学校生活を英国で送っている。帰

国子女である。しかも、スミダに入社してからも、日本ではほとんど仕事をしていない。

もっぱら海外で仕事をしている。八幡はふつうの日本人ではない。八幡は筆者のインタビ

ューでいう。「あなたは日本人でない、とよくいわれます。」 
 
 
 
 



 13 

非日本的な企業 
  
 創業者の八幡一郎が社長の時代には、スミダはふつうの日本企業だった。ところが、八

幡滋行が社長になると、スミダは日本企業の特徴をつぎつぎとなくして行く。現在のスミ

ダは、はたして日本企業といえるかと思うほど、日本企業らしくない特徴を多く備えてい

る。つぎのとおりである。 
 
  純粋持株会社 
  東京と香港の２本社制 
  日本では生産していない（工場がない） 
  従業員１５０００人のうち日本人は３５０人 
  退職金制度なし 
  全員年俸制 
  管理者全員にストックオプション 
  英語が共用語（２００２年から） 
 
 これらの変化は、最近２,３年間の変化である。スミダでは、大きい変化がつぎつぎと起
こっているのである。広報の仕事をしている畠善弘はいう。「当社では、大きい変化が毎月

のように起こっていますから、社長が英語を共用語にするといっても、誰もとくにおどろ

くようなことはありません。」 
 
 
７．研究開発も英語で行うか 
  
 一般的に、製造企業の場合、国際経営は技術をベースに展開される。日本親会社が日本

国内で生み出し、発展させた技術を海外子会社に移転する。海外子会社は、日本親会社の

開発した製品技術と製造技術を移転してもらい、その日本生まれの技術をベースにして経

営活動を行う。ほぼすべての日本企業では、日本人が日本語で日本親会社のなかで研究開

発をしている。そのため、製品技術や製造技術などの技術は、日本語で表現されている。

その、いわば日本語の衣装をまとった日本生まれの技術が海外子会社に移転されているの

である。 
 スミダの英語共用語が完成するためには、研究開発でも英語が共用語にならなければな

らないのではないだろうか。では、スミダは研究開発も英語で行うようになるだろうか。 
 スミダのコイルなど電子部品は、いまのところ、日本が世界のなかで中心の位置を占め

ている。日本で新しい製品、技術、設備などが多く生まれている。そのため電子部品の研

究開発の立地すべき場所としては、日本がいちばんすぐれている。その日本をはなれて外
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国で研究開発を行うことは、日本の地の利を失うことになろう。日本が電子部品の製品、

技術、ビジネスで世界の中心の位置を占めるときには、スミダは今後も研究開発の中心を

日本に置く必要があるのではないか。 
 スミダの主力製品であるコイルは、もともとはラジオ、テレビなど家電とくに家庭用の

無線機器（AV機器）の部品であった。現在では、コイルおよびその応用製品は AV機器に
かぎることなく、ありとあらゆる家電製品に使われるようになっている。さらに、パソコ

ン、移動体通信の端末（ケイタイ電話）、プリンター、コピー機、自動車など家電製品の枠

をこえて、多くの産業の製品でひろく使われるようになっている。 
 製品の用途がひろがるにつれて、海外での研究開発の重要性が増してきている。家電で

は日本が世界をリードしているが、通信やコンピュータではアメリカのほうが技術先進国

である。移動体通信では北欧がリーダーの一角を占めている。自動車においても、日本企

業が全面的に世界をリードしているわけではない。次世代エンジン、セキュリティシステ

ム、エンジンの電子制御の開発などでは欧米の自動車メーカーも有力な存在である。さら

に、中国などアジアにおいて製品の生産が増大するにつれて、生産に直結する開発（製品

開発および生産設備の開発）のいくつかは中国その他のアジアで行われるようになろう。 
 スミダはすでに海外での研究開発をすすめているが、同社の製品の用途が多様化し、そ

れらの製品の研究開発では日本より海外のほうが有利である例がふえるにつれて、海外研

究開発は今後さらに増大することになろう。また、アジアでの生産の増大とともに中国そ

の他アジアでの研究開発も重要性が増すだろう。研究開発においても、海外のウエイトは

増大すると予想できるのである。 
 すでに、アメリカのサンディエゴの研究開発センターでは、テレコムおよび自動車に照

準を合わせて研究開発をしている。スミダテクノロジー社長の柳原澄男によると、これら

の分野の研究開発では、日本が世界をリードしているとはかならずしもいえない。日本よ

りアメリカのほうが有利な面もある。研究蓄積があり、優秀な研究者や技術者を確保しや

すいことに加えて、規制が弱いために新しく開発した製品や技術を市場にだしやすいから

である。新しい製品や技術をもとめるニーズも強い。 
 スミダでは、現在のところ研究開発の全体に占める海外のウエイトは４割ほど（研究開

発にたずさわる人間の数でみて）であるが、将来は海外のウエイトが増えるかもしれない。

海外とくにアメリカでの研究開発がふえると、英語の使用もふえることになろう。 
 海外での研究開発の重要性が増すと、日本国内の研究開発でも英語の必要性が強まる。

まず、サンディエゴとのコミュニケーションは英語でしなければならない。現在は、日本

人の技術者２名がサンディエゴに出向して研究開発に参加している。ふたりの日本人は英

語があまりできないが、英語を使っている。これまではサンディエゴから日本に技術者が

くることはほとんどなかった。今後はふえると予想できる。すると、日本の研究開発セン

ターのなかでも、英語を使う機会がふえることになる。 
 また、日本、アメリカ、台湾、中国の研究開発センターの連係プレーもふえることが予
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想できる。そのときには、共通語として、日本語や中国語ではなく英語が使われることに

なろう。国際経営の共通語は英語であり、これは研究開発にもあてはまる。おそらく近い

将来、欧州でも研究開発が行われるようになると思われる。そのときには、日本、アメリ

カ、欧州、アジアの研究者や技術者は世界共通語である英語でコミュニケーションするこ

とになろう。 
 スミダの製品のユーザーとして外国企業の重要性が増すと、また、新しい製品や技術が

規制のすくない外国で日本より早く導入され実施されることが多くなると、日本人の研究

者や技術者は日本国内にとどまって、日本企業と日本の市場だけを相手にすることはでき

ない。今後は、日本人の研究者や技術者が海外の市場や技術のうごきをみるために、海外

にでかける機会がふえるだろう。そのときには、英語を使わなければならない。 
 スミダの研究開発においても、英語の必要性は強まると予想できる。英語共用語は研究

開発においても進行していくだろう。 
 
 
８．スミダの英語戦略の特徴 
 
 スミダの英語共用語の取り組みにはいくつかの特徴がある。重要な特徴としてつぎの４

つを指摘したい。 
 まず第１は、日本語で経営することの限界を重視していることである。八幡社長は、本

稿の冒頭でみたように、日本語で経営することの限界として、情報力の限界と夢の限界を

あげている。そして、日本語で経営することの限界を克服するためには、英語を共用語に

して経営する以外に方法はないと考えている。これは、国際経営と言語についての長期大

局観ということができる。 
 日本語で国際経営を経営することには限界があり、この限界を打破するには英語で経営

する必要があるというこの長期大局観があてはまる日本の多国籍企業は、スミダだけでな

く、多くあるのではないだろうか。、 
 第２の特徴は「上からの英語化」である。 
 スミダで英語共用語が実現しているのは、最高経営会議、コーポレートスタッフ、香港

本社である。企業の生産、販売、研究開発などオペレーションでは、まだ英語はそれほど

多くは使われていない。日本語が中心的な言語である。このように、マネジメントという

上の部分を中心にして英語共用語を推進している。 
 この上からの英語化は、多くの日本企業の方法とちがっている。国際経営に関与する部

署を中心にする英語化が、多くの企業にみられる。トップマネジメント、本社スタッフ部

門、工場、営業所、研究開発部門などでは、日本語が中心的な役割をはたしている。 
 上からの英語化は、英語化をすすめるひとつのすぐれた方法といえる。英語で経営する

ことを実現するためには、経営の中枢の情報と意思決定で英語が使われるようにならなけ
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ればならない。国際経営に直接的に関与する輸出部門や海外事業部などから英語化をすす

めるときは、この課題を解決することがむずかしい。経営の中枢の英語化がなかなか実現

しない。日本の多国籍企業のほとんどでは、英語化は、経営の周辺ないし局部では実現し

ているが、中枢のところでは実現せず、基本言語として日本語が使われている。スミダで

は、トップマネジメントと本社部門の英語化がほぼ実現している。 
 上からの英語化は、経営の全体の英語化をすすめるうえでも、有効な方法といえる。ト

ップマネジメントと本社部門で英語が共用語として使われるときには、英語を基本言語に

することを全社的にメッセージとして伝えているからである。重要な情報と意思決定に参

画するには英語ができなければならない。英語ができなければ経営の中枢の仲間に入れて

もらえない。平たくいえば、昇進してえらくなるためには英語ができなければならないの

である。上からの英語化は、企業の組織文化を英語志向の組織文化に変える役割をはたす

と考えることができる。 
 トップが変わらなければ全体は変わらない。トップが変わると全体が変わる。上からの

英語化は、まさにトップからの英語化である。 
 第３に、スミダの英語共用語化は、キレイゴトやカケ声ではなく、業務の遂行のために

やむをえず行うという面があることを見落としてはならない。営業の最高責任者は香港人

であり、かれは日本語ができない。本社は東京と香港の二つであり、本社機能の半分は香

港で英語で行われている。日常業務の決定や相談、連絡も、日本人だけで行うことはでき

ない。香港人といっしょに仕事をしなければならない。そのためには、英語が必要なので

ある。 
 米国企業を買収してからは、英語の必要性はいっそう明らかになった。米国企業をスミ

ダグループのなかに組み込むためには、英語が必要である。スミダの明日を大きく左右す

るかもしれないテレコム用のコイルの研究開発はアメリカのサンディエゴで行われている。

その研究開発を成功させ、日本での研究開発との連係プレーを実現するためにも、共通語

の英語が必要である。 
 このようにスミダでは、業務をすすめるうえで英語を使わざるをえない状況があり、必

要に迫られて英語共用語化を推進しているのである。 
 最後に、無茶はしない現実的なやり方を指摘できる。 
 スミダの日本人社員の TOEICの平均点は 400点である。大半のひとは英語がまったくで
きない。全従業員１５０００人のうちの最大の従業員集団である中国の工場の中国人ワー

カーも、英語がまったくできない。英語ができないこれら多くの従業員に、英語で仕事を

してもらうことは、期待していない。日本人は日本語で、そして中国人は中国語で仕事を

している。 
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（注）本稿は、科学研究費補助金による研究の成果の一部である。吉原英樹「国際経営と

英語」平成１１年度、１２年度、課題番号１１６３０１２６ 
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１．CEO Message (2K01), January 11, 2000.なお、この CEOメッセージは日本語である。 
 
２．同上 
 
３．吉原英樹・岡部曜子・澤木聖子「言語コストと言語投資の経営資源モデル」ディスカ

ッション・ペーパー、神戸大学経済経営研究所、2000年 4月。 
 
４．八幡一郎『七十年振り返りみれば』スミダ電機、1995年、219頁。 
 
５．吉原英樹・岡部曜子・澤木聖子「英語で経営する新台湾企業と欧州企業―現地調査レ

ポートー」ディスカッション・ペーパー、神戸大学経済経営研究所、2001年 4月。 
 
６．モニカ・ヘミングウェイ「TOEIC Research Project、その背景とこれまでの成果」『第
64回 TOEIC研究会報告書』TOEIC運営委員会、1998年 5月、19頁。 
 
７．吉原英樹、デイビッド・メセ、岩田智「アメリカでの研究開発―現地調査レポートー」

『研究開発マネジメント』近刊。 
 
８．『スミダ電機の挑戦―ボーダーレスを目指す部品メーカーの軌跡―』スミダ電機、1999
年、30-31頁。 
 
 
付録 
 
１．会社の概要 
 
企業形態 持株会社（スミダコーポレーション）および構成会社 19社 
本社 東京都中央区日本橋人形町３－３－６ 
設立 1956年 
資本金 53億 7571万円（2000年 6月 1日現） 
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連結売上高 245億 7300万円（1999年 12月期） 
代表者 八幡滋行 
事業内容 音響・映像・通信・情報処理機器用コイル、車載用電子部品、光電子関連部 
     品の製造販売 
 
 
２．会社の歴史 
 
1950年 八幡一郎現会長が東京都墨田区で墨田電機製作所を創業 
1956年 墨田電機工業株式会社を設立 
1963年月 スミダ電機株式会社に社名変更 
1971年月 勝美達電子を台湾に設立 
1972年 韓国スミダ電子を韓国に設立 
1974年 勝美達電機（香港）を設立 
1978年 勝美達電機（シンガポール）を設立 
1988年 中国広東省番禺市の委託工場が稼動。M.SUMIDA ELECTRIC SDN.BHD.をマ 
    レーシアに設立 
1990年 SUMIDA ELECTRIC (USA) CO.,LTD.を米国に設立 
1991年 東莞勝美達（太平）電機を中国広東省東莞市に設立 
1996年 SUMIDA INTERNATIONAL CO., LTD.を香港に設立 
1998年 東京証券取引所第二部に上場 
1999年 米国企業 C.P.Clare Corporationの電磁気事業部門の Clare E.M.G. Inc. 
    および C.P.Clare S.A.de C.V.を買収 
2000年 東京証券取引所第一部に上場。スミダグループ持株会社制に移行。 


